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Ⅰ．地域貢献に関する取組み 
 
○協同組織の特性 
 当組合は、久留米市（田主丸町、北野町、三潴町、城島町を除く）を事業区域として、

農業者を中心とした地域住民の方々が組合員となって、相互扶助（お互いに助け合い、お

互いに発展していくこと）を共通の理念として運営される協同組織であり、地域農業の活

性化に資する地域金融機関です。 
 当組合の資金は、その大半を組合員の皆様などからお預かりした大切な財産である「貯

金」を源泉としております。当組合では、資金を必要とする組合員の皆様方や、地方公共

団体などにもご利用いただいております。 
 当組合は、１．満足の提供、２．挑戦への意欲、３．人と自然への思いやりを行動指針

とし、農業の発展と健康で豊かな地域社会の実現に向けて、事業活動を展開しています。

また、ＪＡの総合事業を通じて各種金融機能・サービス等を提供するだけでなく、地域の

協同組合として、農業や助け合いを通じた社会貢献に努めます。 
 
（１）組合員数 

（単位：人） 
 平成 24年 3月末 平成 24年 9月末 増 減 
正組合員 5,457  5,450 △7 
個  人 5,445  5,438 △7  
法  人    12  12 0 
准組合員 6,687  7,033 346 
個  人 6,647  6,993 346  
法  人    40  40 0 
合  計 12,144  12,483 339 

 
（２）出資金 

 （単位：口） 
 平成 24年 3月末 平成 24年 9月末 増 減 

正組合員 1,116,109  1,113,785 △2,324 
准組合員   260,302  270,821 10,519 
処分未済持分     4,960  0 △4,960 
合  計 1,381,371  1,384,606 3,235 

（出資１口金額 1,000円） 
１．地域からの資金調達の状況 
 当組合では、組合員はもちろん地域住民の皆様や事業主の皆様からの貯金をお預かりし

ています。普通貯金、当座貯金、スーパー定期、定期貯金、総合口座などの各種貯金を目

的、期間、金額にあわせてご利用いただいております。 
 
（１）貯金積金平均残高 

（単位：百万円） 
 平成 24年 3月末 平成 24年 9月末 増 減 
流動性貯金 31,615 (32.3) 32,531 (32.8) 916 
 うち当座貯金 386  (0.6)   441  (0.4) 55 
定期性貯金 66,080 (67.6) 66,566 (67.1) 486 
 うち定期積金  8,868  (9.1) 8,548  (8.6) △320 
その他の貯金 86  (0.1)  76  (0.1) △10 

計 97,781(100.0) 99,173(100.0) 1,392 
譲渡性貯金 － － － 

合  計 97,781(100.0) 99,173(100.0) 1,392 
 注 1：流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金 
 注 2：定期性貯金＝定期貯金＋定期積金 
 注 3：(    )内は構成比です 
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（２）貯金商品 
 
種 類 特   色 期 間 お預入れ額 付利単位 

総合口座 
普通貯金と定期貯金を一冊の通帳でセットでき、ま

た、必要時に定期貯金から自動借入もできる便利な

口座です。受け取る（給与・年金など）・支払う（公共

料金など）・貯める・借りるが一冊でできます。 

出し入れ自由 1円以上 100 円

当座貯金 小切手や手形によるお支払ができ、会社や商店の

お取引には欠かせない口座です。 
出し入れ自由 1円以上 無利息

普通貯金 
出し入れ自由。給料・年金などの自動受取や公共料

金の自動振替などのサービスもご利用いただけま

す。家計簿がわりにご利用ください。 

出し入れ自由 1円以上 100 円

貯蓄貯金 普通貯金と同じように自由に出し入れができるうえ

に、普通貯金より高利回りでご利用いただけます。 
出し入れ自由 1円以上 1 円

通知貯金 
７日以上の短期間のお預け入れに有利な貯金で

す。お引き出しには、２日前までに通知が必要で

す。 

1 週間以上 5 万円以上 1 円

定期積金 ご計画に合わせて、毎月、一定額を積み立て、満期

日にはまとまった金額をお受取りいただけます。 

6 ヶ月以上 

60 ヶ月以下 
1,000 円以上 1 円

定期積金 
「やすらぎ」 

冠婚葬祭用の特典付で満期時には全額お受取り

いただける商品です。 5 年 
1 口 

5,000 円より 1 円 

定期積金 
「味覚友の会」

ふれあいとグルメ満喫＋女性のためのグルメツ

アーです。 3 年 
1 口 

7,000 円より 1 円 

期日指定 
定期貯金 

利息は１年複利で計算されるので有利です。１年間の

据置き期間後、満期日を指定する時は１ヶ月前のご連

絡でいつでもお引き出しになれます。（個人のみ） 

1 年以上 

3 年以内 
1円以上 

 
1 円 

スーパー 
定期貯金 

自由金利で、金額・期間に合わせてお選びいただ

けます。証書・定期貯金通帳・総合口座でのお取

り扱いができます。 

1 ヶ月以上 

5 年以内 
1円以上 1 円 

大口定期貯金 
1,000 万円以上のまとまった資金をお預けいただ

くのに有利です。金融情勢やお預入れの金額、期

間などによって金利が決まります。 

1 ヶ月以上 

5 年以内 

1,000 万円 

以上 
1 円 

変動金利 
定期貯金 ６ヶ月ごとに金利を見直します。 1 年以上 

3 年以内 
1円以上 1 円 

一般財形貯金 積立額、貯蓄目的とも自由。１年を経過すればい
つでもお引き出しになれます。 3 年以上 100 円以上 1 円 

財形住宅貯金 住宅取得を目的に、財形年金と合わせて５５０万
円まで非課税の特典があります。 5 年以上 100 円以上 1 円 

財
形
貯
金 

財形年金貯金 
在職中に退職後のために積み立てを行い、６０歳

以降に年金方式（３ヶ月毎）でお受取りになれま

す。非課税の特典があります。 
5 年以上 100 円以上 1 円 

 
 
 
２．地域への資金供給の状況 
 当組合では、組合員への貸出をはじめ、地域住民の皆様の暮らしや、農業者・事業者の

皆様の事業に必要な資金を貸出しています。 
 また、地方公共団体・農業関連産業などへも貸出し、地域経済の質的向上・発展に貢献

しています。さらに、住宅金融支援機構、㈱日本政策金融公庫の融資の申し込みのお取り

次ぎもしています。 
 
（１）貸出金残高（平成 24年 9月末） 

（単位：百万円） 
組合員等 地方公共団体等 その他 合計 
32,420 3,951 1,607 37,978 
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（２）制度融資取扱い状況 
H24.9月末実績（単位：百万円） 

資金名 制度の概要・主旨 取扱い実績 

農 業 近 代 化 資 金 

農業者が経営の近代化のために施設設備や農業

機械の取得をしようとする場合、長期低利で貸

し付けられる資金です。 
集落営農組織等、任意団体への対応も可能です。 

67 

農業経営基盤強化資金 
（スーパーＬ資金） 

経営感覚に優れた効率的・安定的な経営体の育

成に資するため、農業経営基盤強化促進法の農

業改善計画等の認定を受けた農業者が、計画に

即して規模拡大その他の経営展開するときなど

に、貸し付けられる運転資金です。 
（平成１９年度より公庫直貸方式に変更になっ

ております。） 

93 

制 
 

度 
 

融 
 

資 

合  計  160 
 
（３）融資商品 
 ◆農業者の方へのご融資 

種 類 お 使 い み ち ご融資額 ご融資期間 
営 農 資 金 農業経営に必要な資金をご融資します。 所要資金の 100％以内  20年以内 

制度資金および 
系統団体等要綱資金  

国や地方自治体が設ける制度に基づき、農業近代化資金や農業経営改

善資金などの各種制度資金をお取り扱いしています。また、系統団体

が定める要綱資金についても、お取り扱いします。 

農機ハウスローン 農機具・パイプハウス等の購入資金を
ご融資します。 500万円以内 10年以内 

 
◆一般の方へのご融資 
種 類 お使いみち ご融資額 ご融資期間 

住 宅 ロ ー ン 
（住宅資金） 

住宅の新築、購入や増改築、住宅金融公

庫や他行の住宅ローンの借り替えなど

に低金利でご利用いただけます。 

6,000万円以内 
（所要資金の

100％以内） 
35年以内 

リフォームローン 一定規模の住宅の増改築にご利用いた
だけます。 1,000万円以内 15年以内 

マイカーローン 自動車の購入などに低金利でお手軽に
ご利用いただけます。 500万円以内 7年以内 

教 育 ロ ー ン お子様の入学金や授業料、下宿代など
にご利用いただけます。 500万円以内 据置を含め 

9年 6ヶ月以内

フリーローン 
あらゆる使いみちにご利用可能な便利

なローンです。（ただし、事業資金など

のご融資はできません。） 
300万円以内 7年以内 
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 ◆当座決済型ご融資 
種 類 お使いみち ご融資額 ご融資期間 

カードローン 
限度額まで出し入れ自由。カード１枚

で、全国のキャッシュコーナーでご利用

いただけるお手軽・便利なローンです。 
300万円以内 

（契約更新に支障がない場合） 

1年自動延長 

営農ローン 
農業生産資材や農機具等の費用の支払

いなどに、普通貯金からの出し入れで

お手軽にご利用いただけます。 
300万円以内 

（契約更新に支障がない場合） 

1年自動延長 

一般当座貸越 当座貯金の資金繰りを円滑に行うため、

限度額を設定し、ご利用いただけます。 設定限度額以内 3年以内 

 
 
３．文化的・社会的に貢献する事項（地域とのつながり） 
 
（１）文化的・社会的貢献に関する事項 
・ 久留米つつじマーチで参加者におにぎりを無償配布（４月１５日） 
・ 学校給食へジャガイモを納品（６月 ＪＡ青年部 数量約２３．８トン） 
・ 女性部助け合い組織｢つつじの会｣市内清掃ボランティア活動（6月８日） 
・ 水の祭典くるめまつりに参加（８月４日 役職員・青年部・女性部） 

 
（２）利用者ネットワーク化への取組み 
・ 女性部総会（４月２５日 基調講演｢聖和女子学院：中尾慶子氏｣参加部員２３６人） 
・ 年金友の会総会（５月９日 アトラクション 参加会員４９６人） 
・ グリーン会ゴルフコンペ（５月１４日 佐賀カントリー倶楽部 参加会員１２６人） 
・ 青年部ソフトボール大会（７月３０日 桜花台野球場 参加盟友１７９人） 
・ 年金友の会グラウンドゴルフ大会（９月１２日リバーサイドパーク 参加会員１７２人）  
 

 
（３）情報提供活動 
・ 組合員向け広報誌「ウイズユー」を毎月１回発行 
・ 対外広報誌｢食 JAN農 JAN｣を季刊発行 
・ ＪＡくるめホームページ（http://www.ja-kurume.or.jp/）を通じた情報提供 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
（４）店舗体制 
◆組織機構図（平成２４年９月末現在） 

 
 

＊金融事業部長が管轄する部署のうち「不動産センター」は、
　代表理事専務が担当する。

西 農 産 加 工 場
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．財務状況や事業に関する取組み 

１）金融再生法開示債権（単体） 
（単位：百万円） 

債 権 区 分 平成 24年 3月末 平成 24年 9月末 

 
Ⅱ
 
（

増減 
破産更正債権および 366  342  △24 
これらに準ずる債権 

危険債権 831  820    △11 
要   管理債権 107  107    0 
正常債権 37  36   △,721  ,772  949 
合 計 39,025   38,041    △984 

注記：平成２４年９月末の計数は、次の方法により算出しています。 
平成２４年９月末

２． での間に、債務者区分の変更が必要と認識した先に

 
２）単体自己資本比率（国内基準適用） 

 
１６．１１％（平成２４年３月末現在） 

 

１．各債権区分額は、平成２４年３月末時点の債権額を基準として、

時点の残高に修正している。 
平成２４年３月末から９月末ま

ついては、９月末時点の債務者の状況に基づき債権区分を変更している。 

（

 

注：平成２４年９月時点において、自己資本比率に大きな影響を与える経営・財務状況の

 
３）主要勘定の状況 

（単位：百万円） 
債 権 区 分 平成 23年 3月末 平成 24年 3月末 平

変動は認められていません。 

（

成 24年 9月末 
貯     金 97,193    99,411 99,496 
貸  出  金 40,611  38,964  37,978  
預  け  金 52,971  57,890  58,450  
有 価 証 券 3,566  2,802  2,720  

 
４）有価証券等時価情報 

 
（単位：百万円） 

種 類 平成 24年 3月末 平成 24

（

  
①有価証券

年 9月末 
 取得価格 価損益 取得価格 価損益  時価 評  時価 評

売 買 目 的 0 0 0 0 0 0 
満期保有目的 100 108 100 106 8 6 
そ の 他 2,613 2,703 90 2,620 2,719 99 
合 計 2,713 2,811 98 2,720 2,825 105 

注１ の有価証 価は 末日における市場価格等に基づく時価として

注２：取得価額は、償却原価法適用前、減損処理前のものです。 

金銭の信託 
はありません。 

：９月末 券の時 、９月 いま

す。 

  
②
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